
�愛媛県規則第４１号
栄養士法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

栄養士法施行細則等の一部を改正する規則

（栄養士法施行細則の一部改正）

第１条 栄養士法施行細則（昭和２５年愛媛県規則第６７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第１号（第２条関係）

省略

○添付書類

１ 省略

２ 戸籍謄本若しくは戸籍抄本又は 住民票の写し（住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる

事項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９

号）第１９条の３に規定する中長期在留者及び日本国との平

和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者

にあつては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍

等）を記載したものに限る。）。ただし、出入国管理及び

難民認定法第１９条の３に掲げる者にあつては、旅券その他

の身分を証する書類の写し

注 省略

（理容師法施行細則の一部改正）

第２条 理容師法施行細則（昭和３１年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（理容所の開設）

第１条 理容師法（昭和２２年法律第２３４号。以下「法」という。）

第１１条第１項の規定により、理容所を開設しようとする者は、そ

の届出書に理容師法施行規則（平成１０年厚生省令第４号。以下

「省令」という。）に規定するもののほか、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

様式第１号（第２条関係）

省略

○添付書類

１ 省略

２ 戸籍謄本若しくは戸籍抄本若しくは住民票の写し（住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる

事項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９

号）第１９条の３に規定する中長期在留者及び日本国との平

和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者

にあつては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍

等）を記載したものに限る。）又は外国人登録証明書の写

し

注 省略

（理容所の開設）

第１条 理容師法（昭和２２年法律第２３４号。以下「法」という。）

第１１条第１項の規定により、理容所を開設しようとする者は、そ

の届出書に理容師法施行規則（平成１０年厚生省令第４号。以下

「省令」という。）に規定するもののほか、次に掲げる書類を添

付しなければならない。
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�～� 省略

� 個人にあつては理容師免許証又は理容師免許証明書の写し、

法人にあつては登記事項証明書

様式第１号（第５条関係） 理容所開設届

（表）

省略

１～６ 省略

７ 添付書類

� 理容所検査申請書（様式第４号）

�・� 省略

� 外国人にあつては、住民票の写し（住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等を記載したも

のに限る。）

� 個人にあつては理容師免許証又は理容師免許証明書の写

し、法人にあつては登記事項証明書

注 省略

（裏）

省略

※

伺

検査の結果届出事項は、事実に相違なく基準に合致して

いるので、法第１１条の２ の規定による確認を

行い、検査済証を交付して差し支えないでしようか。

年 月 日起案

省略

様式第２号（第５条関係） 理容所開設届出事項変更届

省略

開設者 住所（法人にあつては、所在地）

氏名（法人にあつては、名称及び

代表者の氏名） �

１・２ 省略

３ 変更事項（規模構造、開設者、管理理容師、理容師、その他

の従業者、名称）

省略

４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 開設者の場合は、個人にあつては理容師免許証の写しその

他の変更事項を証する書類、法人にあつては登記事項証明書

� 省略

� 理容師の新たな使用の場合は、理容師免許証又は理容師免

許証明書の写し及び健康診断書

� 省略

注 開設者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名する

ことができる。

（美容師法施行細則の一部改正）

第３条 美容師法施行細則（昭和３２年愛媛県規則第６５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（美容所の開設）

第１条 美容師法（昭和３２年法律第１６３号。以下「法」という。）

�～� 省略

様式第１号（第５条関係） 理容所開設届

（表）

省略

１～６ 省略

７ 添付書類

� 理容所検査申請書（様式第４号）

�・� 省略

� 外国人にあつては、外国人登録証明書

注 省略

（裏）

省略

※

伺

検査の結果届出事項は、事実に相違なく基準に合致して

いるので、法第１１条の２（第１２条）の規定による確認を

行い、検査済証を交付して差し支えないでしようか。

年 月 日起案

省略

様式第２号（第５条関係） 理容所開設届出事項変更届

省略

開設者 住 所

氏 名

代表者の氏名） �

１・２ 省略

３ 変更事項（規模構造、開設者、管理理容師、理容師、その他

の従業者、名称）

省略

４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 省略

� 理容師の新たな使用の場合は、免許証

の写し及び健康診断書

� 省略

（美容所の開設）

第１条 美容師法（昭和３２年法律第１６３号。以下「法」という。）

改 正 後 改 正 前
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第１１条第１項の規定により、美容所を開設しようとする者は、そ

の届出書に美容師法施行規則（平成１０年厚生省令第７号。以下

「省令」という。）に規定するもののほか、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

�～� 省略

� 個人にあつては美容師免許証又は美容師免許証明書の写し、

法人にあつては登記事項証明書

様式第１号（第５条関係） 美容所開設届

（表）

省略

１～６ 省略

７ 添付書類

� 美容所検査申請書（様式第４号）

�・� 省略

� 外国人にあつては、住民票の写し（住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等を記載したも

のに限る。）

� 個人にあつては美容師免許証又は美容師免許証明書の写

し、法人にあつては登記事項証明書

注 省略

（裏） 省略

様式第２号（第５条関係） 美容所開設届出事項変更届

省略

開設者 住所（法人にあつては、所在地）

氏名（法人にあつては、名称及び

代表者の氏名 �

１・２ 省略

３ 変更事項（規模構造、開設者、管理美容師、美容師、その他

の従業者、名称）

省略

４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 開設者の場合は、個人にあつては美容師免許証の写しその

他の変更事項を証する書類、法人にあつては登記事項証明書

� 省略

� 美容師の新たな使用の場合は、美容師免許証又は美容師免

許証明書の写し及び健康診断書

� 省略

注 開設者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名する

ことができる。

（製菓衛生師法施行細則の一部改正）

第４条 製菓衛生師法施行細則（昭和４２年愛媛県規則第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第２号（第７条関係）

省略

省略

添付書類

第１１条第１項の規定により、美容所を開設しようとする者は、そ

の届出書に美容師法施行規則（平成１０年厚生省令第７号。以下

「省令」という。）に規定するもののほか、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

�～� 省略

様式第１号（第５条関係） 美容所開設届

（表）

省略

１～６ 省略

７ 添付書類

� 美容所検査申請書（様式第４号）

�・� 省略

� 外国人にあつては、外国人登録証明書

注 省略

（裏） 省略

様式第２号（第５条関係） 美容所開設届出事項変更届

省略

開設者 住 所

氏 名

代表者の氏名 �

１・２ 省略

３ 変更事項（規模構造、開設者、管理美容師、美容師、その他

の従業者、名称）

省略

４ 省略

５ 添付書類

� 省略

� 省略

� 美容師の新たな使用の場合は、免許証

の写し及び健康診断書

� 省略

様式第２号（第７条関係）

省略

省略

添付書類

改 正 後 改 正 前
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１ 戸籍の謄本若しくは抄本又は 住民票の写し（住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる事

項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）

第１９条の３に規定する中長期在留者及び日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関す

る特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者にあ

つては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等）を

記載したものに限る。）。ただし、出入国管理及び難民認

定法第１９条の３に掲げる者にあつては、旅券その他の身分

を証する書類の写し

２ 麻薬、あへん、大麻又は覚醒剤 の中毒者であるかない

かに関する医師の診断書

３ 省略

愛媛県収入証紙

貼 付 欄

備考 省略

（温泉法施行細則の一部改正）

第５条 温泉法施行細則（昭和５１年愛媛県規則第２８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第２３号（第２６条関係） 温泉成分分析機関登録申請書

省略

注１ 次に掲げる書類等を添付すること。

� 省略

� 住民票の写し （申請者が

個人の場合に限る。）

�～� 省略

２ 省略

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部改正）

第６条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和５２年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第１号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍

（外国人にあつては、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載のあるもの

に限る。以下同じ。）

�～� 省略

１１～１３ 省略

様式第２号（第２条関係） 廃棄物再生事業者登録申請書

１ 戸籍の謄本若しくは抄本若しくは住民票の写し（住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる事

項（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）

第１９条の３に規定する中長期在留者及び日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関す

る特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者にあ

つては、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等）を

記載したものに限る。）又は外国人登録証明書の写し

２ 麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者であるかない

かに関する医師の診断書

３ 省略

愛媛県収入証紙

ち よ う 付 欄

備考 省略

様式第２３号（第２６条関係） 温泉成分分析機関登録申請書

省略

注１ 次に掲げる書類等を添付すること。

� 省略

� 住民票の写し又は外国人登録証明書の写し（申請者が

個人の場合に限る。）

�～� 省略

２ 省略

様式第１号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍

の記載のあるものに限るものとし、外国人にあつては外

国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）

�～� 省略

１１～１３ 省略

様式第２号（第２条関係） 廃棄物再生事業者登録申請書

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 個人の場合は、住民票の写し（本籍（外国人にあつて

は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５

に規定する国籍等）の記載のあるものに限る。）

� 法人の場合は、定款又は寄附行為及び登記事項証明書

様式第８号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍

（外国人にあつては、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載のあるもの

に限る。以下同じ。）

�～� 省略

１１・１２ 省略

様式第１６号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）

許可申請書

省略

注１～６ 省略

７ 次に掲げる書類を添付すること。

�～	 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍

（外国人にあつては、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載のあるもの

に限る。以下同じ。）

�～� 省略

８・９ 省略

様式第１７号（第２条関係） 合併（分割）認可申請書

省略

合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は

分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において

役員となる者

（ふりがな）

氏名又は名称

省略

省略

省略

注１～６ 省略

７ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略


 合併の当事者の一方又は吸収分割により当該一般廃棄

物処理施設を承継する法人が廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）

第８条第１項の許可を受けた者でない法人である場合に

あつては、当該法人に係る次に掲げる書類

省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 個人の場合は、住民票の写し（本籍の記載のあるもの

に限るものとし、外国人にあつては外国人登録証明書の

写しとする 。）

� 法人の場合は、定款、寄附行為 及び登記事項証明書

様式第８号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍の

記載のあるものに限るものとし、外国人にあつては外国

人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）

�～� 省略

１１・１２ 省略

様式第１６号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）

許可申請書

省略

注１～６ 省略

７ 次に掲げる書類を添付すること。

�～	 省略

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍

の記載のあるものに限るものとし、外国人にあつては外

国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）

�～� 省略

８・９ 省略

様式第１７号（第２条関係） 合併（分割）認可申請書

省略

合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は

分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において

役員となる者

（ふりがな）

氏 名

省略

省略

省略

注１～６ 省略

７ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略


 合併の当事者の一方又は吸収分割により当該一般廃棄

物処理施設を承継する法人が廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）

第８条第１項の許可を受けた者でない法人である場合に

あつては、当該法人に係る次に掲げる書類
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ア～ウ 省略

エ 役員の住民票の

写し（本籍（外国人にあつては、住民基本台帳法（昭

和４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の

記載のあるものに限る。以下同じ。）又は登記事項証

明書

オ～キ 省略

� 省略

８・９ 省略

様式第１８号（第２条関係） 相続届出書

省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 住民票の写し（本籍（外国人にあつては、住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍

等）の記載のあるものに限る。以下同じ。）

�～� 省略

５ 省略

（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部改正）

第７条 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則（平成１２年愛媛県規則第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第２号（第２条関係） 居住地変更届（県外転入用）

省略

注意 次に掲げる書類を添付してください。

� 省略

� 住民票の写し

� 省略

注 省略

様式第３号（第２条、第３条関係） 居住地（氏名）変更届

省略

注意１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付してください。

� 省略

� 居住地を変更した場合にあっては、住民票の写し

�・� 省略

注 省略

（愛媛県産業廃棄物再生利用業者の指定に関する規則の一部改正）

第８条 愛媛県産業廃棄物再生利用業者の指定に関する規則（平成１２年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（再生輸送業者の指定の申請等）

ア～ウ 省略

エ 法第７条第５項第４号リに規定する役員の住民票の

写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人

にあつては外国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）又は登記事項証

明書

オ～キ 省略

� 省略

８・９ 省略

様式第１８号（第２条関係） 相続届出書

省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものと

し、外国人にあつては外国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）

�～� 省略

５ 省略

様式第２号（第２条関係） 居住地変更届（県外転入用）

省略

注意 次に掲げる書類を添付してください。

� 省略

� 住民票の写し（外国人にあっては、外国人登録証明

書の写し）

� 省略

注 省略

様式第３号（第２条、第３条関係） 居住地（氏名）変更届

省略

注意１ 省略

２ 次に掲げる書類を添付してください。

� 省略

� 居住地を変更した場合にあっては、住民票の写し

（外国人にあっては、外国人登録証明書の写し）

�・� 省略

注 省略

（再生輸送業者の指定の申請等）

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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第２条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければ

ならない。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本籍（外

国人にあっては、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０

条の４５に規定する国籍等）の記載のあるものに限る。以下同

じ。）及び登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成１１

年法律第１５２号）第１０条第１項に規定する登記事項証明書をい

う。以下「後見登記事項証明書」という。）

�～� 省略

３～７ 省略

様式第１号（第２条関係） 再生輸送業者指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（指定の更新を

申請する場合は、次の書類及び図面のうち�及び�から�

まで以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要

しない。）。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本

籍（外国人にあっては、住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載のあるも

のに限る。以下同じ。）及び登記事項証明書（後見登記

等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項

に規定する登記事項証明書をいう。以下「後見登記事項

証明書」という。）

�～� 省略

様式第３号（第３条関係） 再生活用業者指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（指定の更新を

申請する場合は、次の書類及び図面のうち�及び	から�

まで以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要

しない。）。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本

籍（外国人にあっては、住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載のあるも

のに限る。以下同じ。）及び登記事項証明書（後見登記

等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項

に規定する登記事項証明書をいう。以下「後見登記事項

証明書」という。）

�～
 省略

様式第５号（第４条関係） 再生利用業者変更指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（再生輸送業者

の産業廃棄物の種類の変更に係る申請の場合は�に掲げる

書類及び図面のうちク及びコからソまでに掲げるもの以外

第２条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければ

ならない。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本籍の記

載のあるものに限るものとし、外国人にあっては、外国人登録

証明書の写しとする 。以下同

じ。）及び登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成１１

年法律第１５２号）第１０条第１項に規定する登記事項証明書をい

う。以下「後見登記事項証明書」という。）

�～� 省略

３～７ 省略

様式第１号（第２条関係） 再生輸送業者指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（指定の更新を

申請する場合は、次の書類及び図面のうち�及び�から�

まで以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要

しない。）。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本

籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあって

は、外国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）及び登記事項証明書（後見登記

等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項

に規定する登記事項証明書をいう。以下「後見登記事項

証明書」という。）

�～� 省略

様式第３号（第３条関係） 再生活用業者指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（指定の更新を

申請する場合は、次の書類及び図面のうち�及び	から�

まで以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要

しない。）。

�～� 省略

� 申請者が個人である場合には、その住民票の写し（本

籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあって

は、外国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）及び登記事項証明書（後見登記

等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）第１０条第１項

に規定する登記事項証明書をいう。以下「後見登記事項

証明書」という。）

�～
 省略

様式第５号（第４条関係） 再生利用業者変更指定申請書

省略

注１～５ 省略

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること（再生輸送業者

の産業廃棄物の種類の変更に係る申請の場合は�に掲げる

書類及び図面のうちク及びコからソまでに掲げるもの以外
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のもの、再生活用業者の産業廃棄物の種類の変更に係る申

請の場合は�に規定する書類及び図面のうち�のク及びコ

からソまでに掲げるもの以外のものは、その内容に変更が

ない限り、添付を要しない。）。

� 再生輸送業者の産業廃棄物の種類の変更に係る申請の

場合には、次の書類及び図面

ア～カ 省略

キ 申請者が個人である場合には、その住民票の写し

（本籍（外国人にあっては、住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等）の記載

のあるものに限る。以下同じ。）及び登記事項証明書

（後見登記等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）

第１０条第１項に規定する登記事項証明書をいう。以下

「後見登記事項証明書」という。）

ク～タ 省略

� 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する

�愛媛県告示第１０１１号
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）

第４５条において準用する同法第４１条第４項の規定により、シルバー

人材センター連合から次のとおり従たる事務所の所在地の変更の届

出があった。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ シルバー人材センター連合の名称

公益社団法人愛媛県シルバー人材センター連合会

２ シルバー人材センター連合の従たる事務所の所在地

変更前

１ 松山市若草町８番地３
２ 今治市恵美須町二丁目２番地の４
３ 宇和島市住吉町一丁目６番１６号
４ 新居浜市西原町二丁目７番６７号
５ 西条市大町４５７番地
６ 川之江市金生町下分７９１番地の２
７ 伊予三島市宮川四丁目６番５５号
８ 東予市周布６０６番地１

変更後

１ 松山市若草町８番地３
２ 今治市恵美須町二丁目２番地の４
３ 宇和島市住吉町一丁目６番１６号
４ 八幡浜市保内町宮内１番耕地２６０番地
５ 新居浜市滝の宮町２番１号
６ 西条市大町４５７番地
７ 伊予市灘町３６３番地
８ 四国中央市金生町下分８２５番地１
９ 西予市三瓶町朝立１番耕地３６０番地１

�愛媛県告示第１０１２号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（東予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

今治市宮窪町宮窪２４１１番地

藤 本 孝 雄

今治市宮窪町宮窪１９０１番地

村 上 文 彦

今治市宮窪町友浦３０７５番地

田 頭 精 五
宮 窪 宮窪町漁業協同組合

（中予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

伊予市湊町２１４番地３

大 森 日出雄

伊予市湊町２１８番地４

塩 田 徳 夫

伊予市湊町３４９番地

亀 岡 憲 孝
伊 予 伊予漁業協同組合

のもの、再生活用業者の産業廃棄物の種類の変更に係る申

請の場合は�に規定する書類及び図面のうち�のク及びコ

からソまでに掲げるもの以外のものは、その内容に変更が

ない限り、添付を要しない。）。

� 再生輸送業者の産業廃棄物の種類の変更に係る申請の

場合には、次の書類及び図面

ア～カ 省略

キ 申請者が個人である場合には、その住民票の写し

（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあ

っては、外国人登録証明書の写しとする

。以下同じ。）及び登記事項証明書

（後見登記等に関する法律（平成１１年法律第１５２号）

第１０条第１項に規定する登記事項証明書をいう。以下

「後見登記事項証明書」という。）

ク～タ 省略

� 省略

告 示
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（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

大洲市長浜町下須戒甲
３１４番地の６

渡 壁 正 志

大洲市長浜町青島５０番地

紙 本 英 則

大洲市長浜町今坊甲５２１番地３

谷 上 信 行
長 浜 長浜町漁業協同組合

西宇和郡伊方町亀浦１９１番地１

宮 内 功

西宇和郡伊方町亀浦５４４番地

武 内 数 行

西宇和郡伊方町亀浦４２７番地

宮 本 一 弘
有 寿 来 八幡浜漁業協同組合

宇和島市津島町針木１８５

山 下 浅 幸

宇和島市津島町嵐４９０－６

伊 藤 茂 樹

宇和島市津島町横浦４０１

中 本 喜 之
下 灘 第 二 下灘漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２４年８月７日から同年８月２１日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

東予地 方 局 管 内 の 加 入 区 東 予 地 方 局 産 業 経 済 部
今 治 支 局 水 産 課

中予地 方 局 管 内 の 加 入 区 中 予 地 方 局 産 業 経 済 部
水 産 課

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区
南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
水 産 課
八 幡 浜 支 局 水 産 課
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�愛媛県告示第１０１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

四国中央市妻鳥地区土地改良区から認可申請のあった土地改良事業

（維持管理）の計画の変更を平成２４年７月３１日認可した。

平成２４年８月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

�������
�愛媛県告示第１０１４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２４年８月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２４年７月３１日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字上野２８７２番１、２８７６番、２８７２番１地先農道

及び２８７２番１地先水路

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ６８．１８メートル

� 幅員 ６．００メートル

�愛媛県告示第１０１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町伊方越字城の首７２０番２から

同町伊方越１１１８番２まで
平成２４年８月７日

��������������
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�愛媛県告示第１０１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年８月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
西予市明浜町俵津２番耕地４６７番７から

同町俵津１番耕地５３９番５まで

旧 ８．６～１４．３ ０．０９７

新 ８．６～２１．２ ０．０９７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市明浜町俵津２番耕地４６７番７から

同町俵津１番耕地５３９番５まで
平成２４年８月７日
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平成２４年８月７日 発行
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